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2020 年 1 月初頭から新型コロナウイルス感染症拡大により，インターネットの大幅な普及が進んでい

る．それに伴いインターネット広告が注目されている．本稿では， 情報を伝えるための電子媒体である

「インターネット・ソーシャルメディア」の広告の双方向性と広告効果に焦点を当て現状と課題点につ

いて述べる．また，得られた情報をもとに 20 代から 60 代を対象にソーシャルメディア広告の認知度，

ソーシャルメディア広告対する意識調査を実施し，インターネット広告への可能性と今後の展望につい

て論じていく． 
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1. はじめに 

近年，新型コロナウイルスの影響でインターネット

利用が増え，日々の生活におけるインターネットの重

要性が再認識された．コロナ禍では外出自粛という緊

急事態を受け，職場や学校ではテレワークやオンライ

ン授業といった新しい取り組みを導入せざるを得ない

状況となった．20 代～60 代の男女 4,500 人を対象に

行われた調査では，新型コロナウイルスの影響下，自

宅でのインターネット利用（同居されている家族含め）

は増えたと，およそ半数となる 45%の人が答えるとい

う結果となった．(1)それに伴い， インターネット広告

の普及も進みインターネット広告費は日本の総広告費

の 36.2％に到達した．(2)本稿は，広告における電子化

促進による利点と欠点を考察し，インターネット広告

の認知度，広告の電子化促進されることに焦点を当て，

ソーシャルメディア広告について調査とヒアリング調

査を実施し，課題及び今後の展望について論ずるもの

である． 

2. インターネット広告の普及の背景と現状 

日本の出版販売額は書籍・月刊誌ともに 1996 から

1997 年をピークに，週刊誌も合わせ 23 年以上の減少

傾向にある．(3)また，ニューヨーク（CNNMoney） 米

誌ニューズウィークは 2012 年 10 月 18 日，80 年にわ

たって続いてきた紙媒体の発行を年内で打ち切り，

2013 年から電子版のみの媒体に移行すると発表した． 

(4) 

また，出版業界の電子媒体の移行に伴い，広告業界

においても電子媒体活用が促進されている．代表例と

して，株式会社電通では，インターネット広告媒体費

は 2016 年から右肩上がりにあり，2021 年には 2 兆円

ほどになると予測されている．(5)インターネット広告

とは，インターネットのウェブサイトやメールを使用

し，企業が製品やサービスのマーケティングのために

行う宣伝活動のことである．携帯電話などのモバイル

端末に表示される広告もそれに含まれる．  

日本においても，紙媒体から電子媒体への移行に伴

い広告費の概況も変化を見せ，より高度な広告効果を



得ることが可能となった．マスコミ 4 媒体の広告費は

5 年連続で減少となり，「新聞広告費」「雑誌広告費」

「ラジオ広告費」「テレビメディア広告費」はすべて

2018 年から減少傾向にある．対してインターネット広

告はテレビメディア広告費を超え，2019 年初めて 2 兆

円超えとなり，日本の総広告費に占める割合が 36.2％

まで上昇した．(5)デジタルを起点にした既存メディア

との統合ソリューションも進化し，広告業界の転換点

となったといえる．  

さらに，新型コロナウイルス感染症の影響で普段ス

マートフォンを触る機会が少なかった 50代 60代のイ

ンターネット利用が活発化し，50 代 60 代をターゲッ

ト層とするインターネット広告の効果が特に大きく見

られた．実際に，とある広告会社に，2021 年 8 月にイ

ンターネット広告の活用による効果について尋ねたと

ころ，2021 年 2 月から 2021 年 6 月までで売上が前年

比 2 倍にアップしたという回答を得た．インターネッ

ト広告の効果は対象である年代層の拡大により，売上

の向上といった実績に伴い，普及は加速していくこと

が予測される． 

3. インターネット広告の利点と欠点 

前述のように近年，インターネット広告の需要は高

まりを見せているが，従来の紙媒体広告と比較したイ

ンターネット広告の利点と欠点を述べる．インターネ

ット広告の普及以前に主流であった紙媒体広告の利点

として一覧性，信頼性の高さが挙げられるが，同時に

即効性，情報拡散力の低さや修正の難しさなどが欠点

として挙げられる．  

続いて，インターネット広告の利点として，企業と

消費者の双方向コミュニケーションが可能であること

から消費者の反応を把握できることが挙げられる．イ

ンターネット広告は，消費者の年齢や性別などの属性，

行動履歴，地域などによる広告内容の細分化をするこ

とにより，消費者データに基づく効率的なターゲティ

ングが可能になる．また，消費者の広告クリック数，

企業サイトでの資料請求，商品購入などの成果を具体

的な数値で測定することにより PDCA（Plan，Do， 

Check，Action）サイクルを効率的に回すことができ，

広告効果を可視化できる． 

さらに，インターネット広告の中でもソーシャルメ

ディア広告は近年ニーズが高まっている．Twitter，

Facebook，Instagram を利用したものが主流であり，

ソーシャルメディア広告の利点は，消費者との有効な

コミュニケーションツールである SNS を介すること

で，消費者同士の商品に関する口コミなどを拾い上げ

るマーケティングに利用することができる．また，ソ

ーシャルメディア広告はリスティング広告などと同様

に利用者の細かいターゲティングが可能であり，加え

て学歴や交際状態，特定ユーザーのフォロワーなど，

ソーシャルメディア独自のターゲティングが可能であ

る．しかし，インターネット広告，ソーシャルメディ

ア広告の欠点として，信憑性に欠ける情報の多さゆえ

取捨選択能力が必要であり，さらにバッテリーが必要

不可欠といったことが挙げられる． 

さらに，ソーシャルメディア広告の 1 つであるイン

フルエンサー(インフルエンサーとは世間に与える影

響力が大きい人物のことである．)による広告を例に挙

げると，インフルエンサーによる画像広告やストーリ

ー広告は，そのインフルエンサーのフォロワー数に効

果が比例するものではないため，広告を発信する側か

らすると利益の向上が見込めないリスクを背負うこと

になる，という欠点も挙げられる． 

以上のことから，紙媒体広告とインターネット広告

の決定的な相違点は双方向性であるといえる．双方向

性のあるインターネット広告は，欠点はあるものの，

飛躍的な成長が明確である． 

4. インターネット広告に関するアンケート

調査 

近年，インターネット広告の普及拡大が促進する中

で，広告利用者である消費者の現状の活用率や課題を

明確化するために，インターネット広告に関する意識

調査を実施した．本調査は 10 代から 20 代の男女 107

名を被験者とし，実施時期は 2020 年 6 月初旬から 6

月下旬まで実施した． 

まず，設問 1 では「過去 3 ヶ月の間で購入した商品

（生活必需品を除く）はどのような手段で購入しまし

たか？」と質問した結果 64.5%が「インターネットサ

イトより購入した」と回答した．本調査の実施時期が



2020 年 6 月であるため，過去 3 ヶ月というと地域に

よっては非常事態宣言が発令されており外出自粛を余

儀なくされていた時期にあたる．このような背景が，

インターネットサイトでの購入割合の増加に影響を与

えていると予測できるが，新型コロナウイルス感染症

流行以前からネットショッピングの需要は高まってお

り右肩上がりで使用者の割合は増加していたため，本

調査の実施期間を変えたとしても結果の統計にさほど

変化は見られないと推察する．(6) 

設問 2 では「商品購入のきっかけは何ですか?」と質

問した結果 67.3%が購入に至った動機として「インタ

ーネット広告とネットサーフィン時に見つけた」と回

答した．本設問の回答から，インターネット広告の需

要が高まっていることが顕著に見てとれる． 

 

 

図 1 設問 2「商品購入のきっかけは何ですか?」 

 

さらに，設問 2 でインターネット広告と回答した人

にどのようなインターネット広告を見て商品購入に至

ったのかと質問し 8 つの選択肢を設けた．（Twitter， 

Instagram，Tiktok，LINE，Youtube，Facebook，バ

ナー広告:サイトの下部分に表示される帯状の広告，ア

プリ内）その中でも高いパーセンテージを集めた広告

が，ソーシャルメディア広告であり．その中でも

Instagram が 5 割以上という結果が得られた． 

 

図 2 設問 3「どのようなインターネット広告をみ

て商品購入に至ったのか？」 

5. アンケート調査における考察 

本調査から，10 代 20 代をターゲットとしたインタ

ーネット広告で有効なのは，ソーシャルメディア広告

であることがわかった．特に若者のテレビ離れもあり，

ソーシャルメディア広告の関心度が高いことが表れて

いる． しかし，ソーシャルメディア広告の中でも結果

に差が生じており，Twitter や Tiktok を活用した広告

からの購買率は低いが，Instagram を活用した広告か

らの購買率が高いことがわかった．   

Instagram は SNS のひとつで．写真や動画の投稿

をメインとしているサービスである。Instagram の日

本国内における月間アクティブユーザー数は 3300 万

人で，ユーザー層は 20 代 30 代に多く分布しており，

5 大 SNS（Instagram，Twitter，Facebook，LINE，

Tiktok）の中で最もユーザー数の伸びは大きい．(7) 

筆者は 2021年 3月に IT商社である株式会社wizで

働く社員に Instagram の広告の種類を質問したとこ

ろ，「Instagram 広告は 6 つの種類に分けられ写真広

告，動画広告，カルーセル広告，ストーリーズ広告，

コレクション広告，インスタントエンスペリエンス広

告．以上 6 種類の広告パターンが存在する．」という回

答を得た．ただ，以上 6 種類は広告費用がかかるもの

であるが，広告費をかけずに Instagram のアカウント

自体を広告媒体にする方法もあるというかいとう回答

も得た．また実際に，とある企業の方にお話を伺った

ところ，フォロワー数 70 万人超のインフルエンサー



に脱毛サロンの PR をストーリー広告として流したと

ころ，たった 1 日で PR をした脱毛サロンの売り上げ

が 2 倍になったという実例も存在する． 

6. Instagram広告と広告効果の相関関係 

実際に，Instagram 広告の効果を計るため，勤めて

いる株式会社 wiz の協力のもと，Instagram による，

飲食店の広告を念頭に調査を行った．本調査の実施時

期は 2020 年 10 月から 2021 年 10 月までとした．

Instagram の広告は多数あるが，今回の実店舗を使用

した集客には，広告費を抑えながらも最大の効果を出

すために，投稿やストーリーという Instagram の一般

無料サービスを広告として利用し 1年間かけてソーシ

ャルメディア広告と集客との相関関係の調査を行った． 

この２つの要素を，実際の広告会社である株式会社

wiz により，大きく変更した．具体的には，①投稿頻

度を高めること，②投稿する写真をプロのカメラマン

が撮ったものにすること，③グリット投稿での投稿に

すること，④ショップ機能を駆使すること，⑤毎回の

投稿に，お店の営業時間や場所の詳細や，複数のオン

ラインショップに直接飛べるようにリンクを貼ること

⑥1 つの投稿につきハッシュタグを 30 個つけること，

以上 6 点を 1 年間続けた．この 6 つにした意図として

は，1 つは，Instagram のコンテンツ軸である，写真

や動画の全体的な写り方を統一することでよりインパ

クトがあり目が惹かれやすいものにするということ．

もう 1 つは，1 人でも多くの人に見てもらうために，

検索上位のワード最低 30 個を書き出し，ヒット率を

高め，オンラインサービスかリアル店舗への誘導を図

ること．以上の 2 つが挙げられる． 

そして，ソーシャルメディア広告の強みである，反

応を直に見ることができる，という強みを生かし，反

応が多い年齢層や時間帯，それぞれの投稿の反応の違

いなどを見ながら試行錯誤を繰り返した投稿を 1 年間

続けた．調査方法はフォロワー数，プロフィールアク

セス数，URL クリック数，道順の 4 点に絞って検証を

行った．結果として，フォロワーは，8 か月間で約 1000

人増加，プロフィールアクセス数は，約 2 倍に増加し，

1 か月で 2000 件以上のアクセス数を獲得できた．同

じく URL クリック数も約 2 倍～2．5 倍に伸び，最多

で 1ヶ月間に 55回のクリックを獲得できた．しかし，

道順は，月によってバラつきがあり，12 月以外一桁代

にとどまっている．  

以上の数値から，フォロワー数，プロフィールアク

セス数，URL クリック数に相関関係は見られないとい

う結果であった．道順においては，別のマップ機能に

特化しているアプリを利用する人が多いことがクリッ

ク数の伸び悩んだ原因として考えられる．フォロワー

増加数，プロフィールアクセス数とも右肩傾向にある

ことから，広告価値も高まっている．ここまでの 6 つ

の点は特に個人での運用であれば広告費は最小限に抑

えられるものであるが，1 年前と 1 年後では，売り上

げが約 27%上がった．そして，Instagram のフォロワ

ーや，反応数の上昇と来客数は若干ではあるが比例関

係にあることが分かった．また，それに加えて

Instagramアクティブユーザーである若年層の来店も

以前に比べ増加した．だが，一概にも全てが Instagram

からの集客とは言えない．ソーシャルメディア広告を

使うことによって PDCA サイクルが効率的な回せる

ことは間違いないが，1 番知りたい直接的な来客数を

調べる事が困難であり，他の細かい調査できないとい

う点も課題である．しかし，項目によって，数値の増

減のばらつきが発生しているため，それぞれの広告方

法の効果を細分化して研究していくことが必要である． 

7. おわりに 

現在普及しているインターネット広告によって，広

告効果の採取方法が様々で，双方向性があるからこそ

PDCAサイクルが回りやすいという利点を生かすこと

で，広告企業は新しい広告をアクティブに発信してい

くことが可能になった．しかし，得られる情報が多い

からこそ，何の数字にシフトするかで広告方法が異な

るため，広告の目的を利益向上にするのか，フォロワ

ー数を増加とするのかなど，広告の最終目的を明確化

させることに焦点を当てる必要があると考える．イン

ターネット広告の利点である，双方向性を生かしアク

ティブユーザーの好みや日常生活で関連度の高い物の

情報を深めることが必要となってくると推察する．ア

クティブユーザーの関心度が高い物と関連性の高い広

告を結びつけることに焦点を当てるのが良いのではな



いかと考える． 

また，消費者側においては，インターネット広告の

普及拡大により，様々な広告が発信され目にする機会

が増加し，詐欺被害に合うリスクを負う．警視庁は．

2019年フィッシングメールや SMSなどによるインタ

ーネットバンキングに係る不正送金事犯の被害総額が

約 25 億円を超えたとしている．(8)インターネット広告

の普及を進めると同時に総務省による対策を行わなけ

れば，消費者のインターネット広告を利用度の向上は

望めない． 

今後はソーシャルメディア広告の活性化に向けてど

のような取組が最適であるかなど，視野を広げて研究

していきたい．また，インターネット広告や，ソーシ

ャルメディア広告などに増えている詐欺被害に対する

具体的な対策を講じることは急務である．消費者に対

して商品価値が広告を介することで高まり，消費者の

需要を補い，ライフスタイルを充実させるという，広

告の使命を正しく果たし続ける社会であることを切に

願う． 
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